様式第１号（第４条関係）
産業立地促進補助金事業計画確認申請書

　　年　　月　　日　

さいたま市長
　　　　　　　　　　　　　　　




本社所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　




企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　




代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

さいたま市産業立地促進補助金交付要綱第７条の規定に基づき、事業計画書等の関係書類を添付して、確認を申請します。
· 注意事項
　　自署の場合は押印を省略できます。

様式第２号（第４条関係）

産業立地促進補助金事業計画書

　　年　　月　　日

	１　企業
	企業名：

	
	資本金：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	従業員数：　　　　　　　　　　　　人

	
	業　種：　　　　　　　　　　　　　

	
	対象産業分野：
1） ライフサイエンス　２）情報通信　３）環境　４）ナノ・材料　

５）エネルギー　６）製造技術　７）社会基盤　８）フロンティア

９）食品関連　１０）その他

	
	事業内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	２　土地
	所在地：さいたま市

	
	面積：　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	保有形態：　１）所有　２）賃借　３）他（　　　　　　　　　　　　　）

	３　建物
	施設名：

	
	対象機能：　１）研究開発機能　２）本社機能　３）製造機能

　　　　　　４）東日本の活動拠点機能

	
	立地形態：　１）新築　２）増築　３）改築　４）取得

	
	階数：　地上　　　階・地下　　階建て
	構造：　　　　　　　　造

	
	建築延床面積（新築、増築、改築）：　　　　　　　　　　　㎡

	
	取得延床面積（取得）：　　　　　　　　　　　㎡

	４　立地計画
	（着手又は売買契約）　　　年　　月　　日　～　（完了）　　　年　　月　　日

	
	建設事業費又は取得価額：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

	
	建物及びその附属設備以外の減価償却資産取得価額：　　　　　　　　　　千円

	
	立地予定日：　　　　　　年　　月　　日

	
	立地にかかわる常時雇用者数：　　　　　　　　　　　人


（添付資料）
（１）建築確認申請書及び工事請負契約書の写し

（２）設計図面、配置図、周辺地図

（３）階層別平面図

（４）売買契約書（案）　※建物取得の場合に添付する
（５）土地、建物の割合を確認できるもの　※建物取得の場合に添付する
様式第３号（第４条関係）

企業概要書
	１　企業名
	

	２　本社所在地
	

	３　代表者職・氏名
	

	４　設立年月日
	年　　月　　日　（業歴　　　　年　）

	５　従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	６　事業概要
	


（添付資料）
（１）法人定款の写し

（２）印鑑証明書及び商業登記簿謄本又は履歴事項全部証明書（発行後３ヶ月以内のもの）
　　　※様式第1号において自署された場合は不要

（３）市税に関する直近の申告書の写し又は市税の納付が確認できる書類
　　　※市内に事業所等が既にある場合のみ添付

（４）直近の決算書の写し

（５）①当該企業とその子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定

する子会社をいう。））との関係がわかる資料
　　　②上記①の場合において、当該企業を含む企業集団に係る連結計算書類（会社法（平
成１７年法律第８６号）第４４４条に規定する連結計算書類をいう。）の写し
　　　
連絡先　担　当：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　電　話：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　Ｅ-mail：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　ＵＲＬ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式第４号（第４条関係）　
補助対象予定面積算出表

	企業名
	

	立地形態
	　新築　・　増築　・　改築　・　取得


１．階層別面積内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）

	階
	建物延床面積
①＝②＋③
	補助対象面積
②
	その他面積
③
	備考

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


２．補助対象面積の算出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）

	建物延床面積　①＝②＋③
	

	補助対象面積　②
	

	建物延床面積に占める補助対象面積の割合　④＝（②÷①）×100
	　　　　　　　％


（添付資料）　
・階層別に、面積と使用状況がわかる平面図

※　作成時の注意事項

(1)建物延床面積に占める補助対象面積の割合は小数点以下を切り捨てること。

(2)増築のときは、増築部分について作成すること。

(3)改築のときは、改築部分について作成すること。

(4)取得のときは、取得部分について作成すること。

様式第５号（第４条関係）　

補助対象予定経費算出表

	企業名
	


１　建物及びその附属設備の新築、増築、改築又は取得に係る投下固定資本額

（取扱要領第３条第１号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	
	事業項目
	投下固定資本額（減価償却資産取得額）

	
	
	税抜額
	消費税額
	税込額

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	合計
	1 
	
	


建物及びその附属設備の新築、増築、改築又は取得に係る補助対象経費：

投下固定資本額① × 補助対象面積の割合＝　　　　　　　　　　　　千円…②

２　維持又は運営等のために新たに取得した投下固定資本額（取扱要領第３条第２号）

（単位：円）

	
	資産の種類
	投下固定資本額（減価償却資産取得額）

	
	
	税抜額
	消費税額
	税込額

	１
	構築物
	
	
	

	２
	機械及び装置
	
	
	

	３
	工具、器具及び備品
	
	
	

	合計
	③
	
	


維持又は運営等のための新規取得に係る補助対象経費：

投下固定資本額③ × 補助対象面積の割合　＝　　　　　　　　　　　　　千円…④

３　補助対象経費

建物の新築、増築、改築又は取得に係る補助対象経費② ＋ 

維持又は運営等のための新規取得に係る補助対象経費④

＝　　　　　　　　　　　　　千円…⑤

４　補助金額見込額
補助対象経費⑤　×　１０％　＝　　　　　　　　　　　　　千円…⑥

上記⑥と補助金上限金額を比較し小さい額　　　　　　　　　　　　千円…⑦
（添付資料）　
・補助対象経費を確認できる書類
様式第５号別紙（第４条関係）　

補助対象予定経費算出表別紙

１　維持又は運営等のために新たに取得した投下固定資本額の種類別明細書　（単位：円）

	
	資産の種類
	資産の名称等
	数量
	取得年月
	投下固定資本額の税抜金額

（減価償却資産取得額）

	
	
	
	
	年
	月
	

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	

	20
	
	
	
	
	
	

	21
	
	
	
	
	
	

	22
	
	
	
	
	
	

	23
	
	
	
	
	
	

	24
	
	
	
	
	
	

	25
	
	
	
	
	
	


様式第８号（第６条第１項関係）

産業立地促進補助金事業計画確認後の

事業開始時期に関する承認申請書

　　年　　月　　日　

さいたま市長
　　　　　　　　　　　　　　　





本社所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　





企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　





代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

さいたま市産業立地促進補助金について、　　年　　月　　日付で事業計画確認後事業開始まで３年を超えるため、補助金交付要綱第８条第３項第２号の規定に基づき、承認を申請します。

所在地　　さいたま市
施設名
対象機能

事業計画確認申請日　　　　　　　　年　　月　　日

事業計画確認通知日　　　　　　　　年　　月　　日

工事着手日又は売買契約日　　　　　年　　月　　日

立地予定日　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

事業計画確認後、事業開始まで３年を超える理由

添付資料：
· 注意事項
　　自署の場合は押印を省略できます。

様式第１０号（第７条関係）

産業立地促進補助金事業計画変更申請書

　　年　　月　　日　

さいたま市長
　　　　　　　　　　　　　　　





本社所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　





企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　





代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

　　年　　月　　日付で行った、さいたま市産業立地促進補助金にかかる事業計画の確認申請について、事業計画の変更がありましたので、事業計画書等の関係書類を添えて、事業計画の変更を申請します。

· 注意事項
　　自署の場合は押印を省略できます。

様式第１１号（第７条関係）

産業立地促進補助金事業計画申請取下書

　　年　　月　　日　

さいたま市長




本社所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　





企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　





代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

　　年　　月　　日付で行った、さいたま市産業立地促進補助金にかかる事業計画の確認申請について取り下げるので、下記により届け出ます。

記

１　事業計画確認申請年月日　

　　年　　月　　日　
２　施設名

３　施設所在地　さいたま市
· 注意事項
　　自署の場合は押印を省略できます。

様式第１４号（第９条関係）

産業立地促進補助金事業承継届出書

　　年　　月　　日　

さいたま市長




本社所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　





企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　





代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

さいたま市産業立地促進補助金交付要綱第１０条第２項の規定に基づき、　年　月　日付で　　　　　　が申請した事業計画について、下記のとおり承継しますので、事業計画書等の関係書類を添えて、届け出ます。

記

１　事業計画承継年月日　

　　年　　月　　日　
２　事業計画を承継することとなった原因

　　　合併　・　分割　・　その他（　　　　　　　　　　　）

発生年月日　　　　　　年　　月　　日　

· 注意事項
　　自署の場合は押印を省略できます。
様式第１５号（第１０条関係）

企業の立地実績報告及び産業立地促進補助金交付申請書

　　年　　月　　日　

さいたま市長




本社所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　





企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　





代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

さいたま市産業立地促進補助金交付要綱第１１条の規定に基づき、下記のとおり企業の立地実績を報告するとともに、補助金の交付を申請します。

記

１　企業の立地実績

⑴　企業名及び施設名：
⑵　施設所在地：さいたま市
⑶　立地年月日：　　　　　　年　　月　　日

２　産業立地促進補助金交付申請額　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
（添付資料）

１　市税に関する直近の申告書の写し又は市税の納付が確認できる書類
　　※市内に事業所等が既にある場合のみ添付

２　契約書の写し、請求書の写し、領収書の写し等補助対象経費を確認できる書類

　３　補助対象施設の不動産登記簿謄本又は全部事項証明書（発行後３ヶ月以内のもの）

　４　印鑑証明書（発行後３ヶ月以内のもの）

　５　常時雇用者数を確認できる書類（大型特例のみ）
６　法人設立・事務所等開設申告書の写し　※必要に応じて添付する
７　検査済証の写し
８　許認可関係書類　※必要に応じて添付する
　９　直近の決算書の写し
· 注意事項
　　自署の場合は押印を省略できます。
　　なお、自署の場合は（添付資料）「４．印鑑証明書」は不要です。 
様式第１６号（第１０条関係）　
補助対象面積算出表

	企業名
	

	立地形態
	　新築　・　増築　・　改築　・　取得　


１．階層別面積内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）

	階
	建物延床面積
①＝②＋③
	補助対象面積
②
	その他面積
③
	備考

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	　階
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


２．補助対象面積の算出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）

	建物延床面積　①＝②＋③
	

	補助対象面積　②
	

	建物延床面積に占める補助対象面積の割合　④＝（②÷①）×100
	　　　　　　　％


（添付資料）　
・階層別に、面積と使用状況がわかる平面図

※　作成時の注意事項

(1)建物延床面積に占める補助対象面積の割合は小数点以下を切り捨てること。

(2)増築のときは、増築部分について作成すること。

(3)改築のときは、改築部分について作成すること。

(4)取得のときは、取得部分について作成すること。
様式第１７号（第１０条関係）　

補助対象経費算出表

	企業名
	


１　建物及びその附属設備の新築、増築、改築又は取得に係る投下固定資本額

（取扱要領第３条第１号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	
	事業項目
	投下固定資本額（減価償却資産取得額）

	
	
	税抜額
	消費税額
	税込額

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	合計
	1 
	
	


建物及びその附属設備の新築、増築、改築又は取得に係る補助対象経費：

投下固定資本額① × 補助対象面積の割合　＝　　　　　　　　　　　　千円…②

２　維持又は運営等のために新たに取得した投下固定資本額（取扱要領第３条第２号）

（単位：円）

	
	資産の種類
	投下固定資本額（減価償却資産取得額）

	
	
	税抜額
	消費税額
	税込額

	１
	構築物
	
	
	

	２
	機械及び装置
	
	
	

	３
	工具、器具及び備品
	
	
	

	合計
	③
	
	


維持又は運営等のための新規取得に係る補助対象経費　

投下固定資本額③ × 補助対象面積の割合　＝　　　　　　　　　　　　　千円…④
３　補助対象経費

建物の新築、増築、改築又は取得に係る補助対象経費② ＋ 

維持又は運営等のための新規取得に係る補助対象経費④

＝　　　　　　　　　　　　　千円…⑤

４　補助金額見込額
補助対象経費⑤　×　１０％　＝　　　　　　　　　　　　　千円…⑥

上記⑥と補助金上限金額を比較し小さい額　　　　　　　　　　　　千円…⑦
様式第１７号別紙（第１０条関係）　

補助対象経費算出表別紙

１　維持又は運営等のために新たに取得した投下固定資本額の種類別明細書　（単位：円）

	
	資産の種類
	資産の名称等
	数量
	取得年月
	投下固定資本額の税抜金額

（減価償却資産取得額）

	
	
	
	
	年
	月
	

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	

	20
	
	
	
	
	
	

	21
	
	
	
	
	
	

	22
	
	
	
	
	
	

	23
	
	
	
	
	
	

	24
	
	
	
	
	
	

	25
	
	
	
	
	
	


様式第２０号（第１２条関係）

産業立地促進補助金交付申請取下書

　　年　　月　　日　

さいたま市長




本社所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　





企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　





代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

　　年　　月　　日付で行った、さいたま市産業立地促進補助金にかかる交付申請について取り下げるので、さいたま市産業立地促進補助金交付要綱第１４条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。

記

１　交付申請年月日　

　　　　　年　　月　　日　

２　施設名

３　施設所在地　　さいたま市
４　交付申請額　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
· 注意事項
　　自署の場合は押印を省略できます。

様式第２１号（第１３条関係）

産業立地促進補助金交付請求書

　　年　　月　　日　

さいたま市長




本社所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　





企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　





代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

さいたま市産業立地促進補助金交付要綱第１５条の規定に基づき、下記のとおり補助金の交付を請求します。

記

　　　　　　　　請求額　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
（添付資料）

· 産業立地促進補助金交付決定及び交付額確定の通知書（様式第１８号）の写し

　下記口座へ振込みを依頼します。
○振込先
	金融機関
	　　　　　　　　　　銀行

　　　　　　　　　　金庫　　　　　　　　　　　店

　　　　　　　　　　農協

	預金種目
	１　普通　　２　当座　　３　（　　　　　）

	口座番号
	

	口座名義人
	フリガナ

	
	


· 注意事項
　　自署の場合は押印を省略できます。
様式第２２号（第１４条関係）

産業立地促進補助金交付決定等事業変更承認申請書

　　年　　月　　日　

さいたま市長




本社所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　





企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　





代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

　　年　　月　　日付で交付決定等を受けた、さいたま市産業立地促進補助金について、事業の内容を変更したいので、さいたま市産業立地促進補助金交付要綱第１７条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて承認を申請します。
· 注意事項
　　自署の場合は押印を省略できます。
様式第２３号（第１４条関係）

産業立地促進補助金交付決定等事業廃止承認申請書

　　年　　月　　日　

さいたま市長




本社所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　





企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　





代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

　　年　　月　　日付で交付決定等を受けた、さいたま市産業立地促進補助金について、事業の内容を廃止したいので、さいたま市産業立地促進補助金交付要綱第１７条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて承認を申請します。
· 注意事項
　　自署の場合は押印を省略できます。

様式第２７号（第１５条関係）

産業立地促進補助金補助事業者地位承継承認申請書

　　年　　月　　日　

さいたま市長




本社所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　





企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　





代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

さいたま市産業立地促進補助金交付要綱第１８条第１項の規定に基づき、　　年　　月　　日付で交付決定等を受けた補助金事業者の地位を下記の者に承継したいので、関係書類
を添えて承認を申請します。
記

１　地位承継者名（企業名）、本社所在地、代表者職・氏名　
２　地位承継年月日　

　　　　　　　年　　月　　日　

３　地位を承継することとなった原因

　　　合併　・　分割　・　その他（　　　　　　　　　　　）

発生（予定）年月日　　　　　　年　　月　　日
· 注意事項
　　自署の場合は押印を省略できます。

様式第３０号（第１８条関係）

産業立地促進補助金継続状況報告書

　　年　　月　　日　

さいたま市長




本社所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　





企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　





代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

さいたま市産業立地促進補助金交付要綱第２２条第１項の規定に基づき、　　年　　月　　日付で交付決定等を受けた補助事業の継続状況について、関係書類を添えて報告します。
（添付資料）

⑴固定資産台帳及び減価償却明細書（初年度のみ）
⑵直近の決算書の写し及び事業活動についてわかる資料
· 注意事項
　　自署の場合は押印を省略できます。

企業名欄の押印は廃止し、代表者欄の押印は残すことするため、自署の場合の注意事項を追加











